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論点整理

第１ 迅速化の現状

最高裁判所による検証結果に示された事件の動向及び傾向，審理期間

の推移，長期化要因並びに社会的要因の分析から，迅速化法の意義，位

置づけを踏まえ，迅速化の現状をどのように評価するか。

１ 迅速化法は，２条１項において，第一審の訴訟手続については，２年

以内のできるだけ短い期間内に終局させ，その他の裁判所の手続も，で

きるだけ短い期間内にこれを終局させるという目標を定めている。その

上で，裁判の適正・充実・迅速化の推進を充実した手続の実施とこれを

支える制度及び態勢の整備によって実現することを求めるなど，運用面

における関係者の取組と，制度・態勢の整備という総合的な方策を実施

することによって裁判の迅速化を図るという基本的な枠組みを示してい

る。また，２条２項において，裁判の迅速化に係る制度・体制の整備は，

訴訟手続その他の裁判所における手続の整備，法曹人口の大幅な増加，

裁判所及び検察庁の人的体制の充実，国民にとって利用しやすい弁護士

の体制の整備等により行われるものとしている。これを受けて，３条と

４条は，裁判の迅速化を推進するため必要な施策を策定・実施する国の

責務と施策を実施するために必要な法制上又は財政上の措置等を講ずる

旨の政府の責務を定めている。こうした条文の構造から，迅速化法は，

基盤整備法としての性格を有していると理解することができる。

２ 事件の動向及び傾向，審理期間の推移等

(1) 民事事件の新受件数は長期的には増加傾向にあり，平均審理期間に

ついても，昭和４８年に１７．３か月でピークを迎えて以降，長期的

には迅速化する傾向にある。平成２４年には，平均審理期間は７．８

か月となっており，約６０％の事件が６か月以内に，約９５％の事件

が２年以内に終局し，審理期間が２年を超える事件は５％弱にとどま

っている。この間，バブル経済崩壊後の不況の影響等の経済的な要因
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のほか，簡易裁判所の事物管轄の拡大，現行民事訴訟法の施行，過払

金返還訴訟の急増などの種々の要因が，事件数や審理期間に大きな影

響を与えている。

(2) 刑事事件の新受人員は，平成１７年以降，徐々に減少傾向を示して

おり，平均審理期間は，この１０年間，概ね，３か月程度の横ばいで

推移している。自白事件については，僅かではあるが短縮化の傾向が

みられ，否認事件については，平成２２年まで短縮化傾向がみられた

が，近時は横ばいとなっている。平成２４年において，審理期間が１

年を超える事件は１．６％，２年を超える事件は０．２％にとどまっ

ている。一方，迅速化法施行後，刑事訴訟の分野では裁判員裁判を中

心とする大きな制度改革が行われ，迅速化検証においても，公判前整

理手続及び裁判員制度について，統計データの分析が行われ，裁判員

裁判においては，公判前整理手続が審理期間の長さを決めることにな

るとの指摘もされている。

(3) 家事事件のうち甲類審判事件及び乙類調停審判事件は，一貫して増

加傾向にあるが，平均審理期間は，近時は概ね横ばいで推移している。

他方，乙類以外の調停事件の新受件数は，平成１５年をピークに減少

傾向にあり，平均審理期間は，概ね横ばいで推移しているが，乙類調

停事件と乙類以外の調停事件を合計した調停事件の総数は，平成２４

年に過去最高の１４万１８０２件に達している。審理期間については，

大半の事件が２年以内に終局しており，２年を超えるものは，最も割

合の高い乙類審判事件においても，１．９％にとどまっている。長期

化しやすい遺産分割事件についても，新受件数は増加しているが，平

均審理期間は短縮化している。婚姻関係事件は，増加傾向にあり，近

時は若干の長期化傾向が見られる。なお，平成２５年１月１日の家事

事件手続法施行後の統計データは，平成２６年以降明らかになる予定

である。

３ 長期化要因

これまでの検証結果において示された長期化要因として，民事事件に

ついては，争点整理，証拠収集，専門的知見を要する事案に特有の要因，
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執務態勢等に関連する要因について検討がされたほか，特殊事件（医事，

建築，知財及び労働）固有の事情等について分析がされている。刑事事

件については，特に裁判員裁判の公判前整理手続に関する運用上の要因

についても分析がされた。家事事件については，近時，婚姻関係事件等

でみられる若干の長期化傾向をめぐり，紛争性の高い事案の増加などの

原因が指摘されている。

４ 社会的要因

第５回報告書においては，適正かつ充実した手続の下での裁判の迅速

化を実現するには，裁判手続に内在する要因だけではなく，社会・経済

的背景や国民の意識といった，紛争の動向や裁判の在り方に影響を与え

る裁判外の社会的要因についても，社会全体での合理的な紛争解決とい

う観点から裁判所が果たすべき役割を明らかにするべく，分析の対象と

された。この中において，将来の法的紛争の動向の分析，裁判外での紛

争処理の全般的な状況の整理（ＡＤＲや保険制度に着目），これらに関

する紛争類型別（医事紛争，建築紛争，遺産紛争）の検討が行われてい

る。

５ 迅速化の現状に対する評価（検証結果から何が明らかになったか。）

前記のような迅速化法の基盤整備法としての性格を踏まえつつ，以上

のような現状から，裁判の迅速化について，いかなる要因がどのような

影響を与えてきたのか，また，審理期間の推移をどのように評価すべき

か，さらに，評価に当たり，裁判の迅速化と審理の適正・充実との関係

をどのように考慮すべきか。
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第２ 迅速化に向けた取組

迅速化法の意義，位置づけを踏まえ，これまでに，裁判の迅速化及び

それに向けた基盤の整備について，どのような取組がされてきたか。

１ 前記第１のとおり，迅速化法の条文の構造から，同法は，基盤整備法

としての性格を有していると理解することができる。

２ 他方，迅速化法施行以前より，裁判所及び弁護士会等において，審理

の充実や迅速化，更には社会全体での合理的な紛争解決を実現するため

の種々の取組が行われてきたほか，制度面においても，種々の法改正が

行われてきている。

３ 前記のような迅速化法の基盤整備法としての性格を踏まえ，関係者が

いかなる取組を行ってきたか。また，これらの取組についてどのように

評価すべきか。
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第３ 迅速化法の展望

迅速化法の基盤整備法としての役割や，迅速化の現状及び最高裁判所

の検証結果から，迅速化法の存在意義，必要性，枠組みの相当性につき，

どのように考えるか。

１ 迅速化法は，充実した手続の運用だけでなく，これを支える制度・体

制の整備によって迅速化を実現しようとする基盤整備法であることを踏

まえつつ，今後，迅速化法の定める基本的枠組みを維持することについ

て，どのように考えるか。

２ また，先に検討した迅速化の現状及び最高裁判所の検証結果を踏まえ，

最高裁判所が２年ごとに検証を行うという枠組みを維持することについ

て，どのように考えるか。

３ これらの点を踏まえ，迅速化法の存在意義，必要性，枠組みの相当性

につき，どのように考えるか。
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